
 
 

別紙 

○ 農村地域防災減災事業実施要領（平成 25年２月 26日付け 24農振第 2118号農林水産省農村振興局長通知） 新旧対照表 

（下線の部分は改正部分） 

改正後 現行 

農村地域防災減災事業実施要領 

 

平成 25年２月 26日付け 24農振第 2118号 

最終改正 令和２年１月 30日付け 元農振第 2741号 

 

第１～第 13 （略） 

 

要領別表１ 

 

事業区分 事業種類 事業内容 

１．（略） （略） （略） 

２．災害管理施設

等整備 

（１）・（２） 

（略） 

（略） 

（３）農業水利施

設危機管理対策

事業 

（ア）防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急

対策（平成 30年 12月 14日閣議決定に基づく対策

として、非常時においても施設機能を維持するた

めに必要な対策を実施 

（イ）農業水利施設における安全対策を実施 

 

別記様式第１号（第７関係） 

 （略） 

 １～５ （略） 

 ６．「今後の防災・減災対策の推進方針」は、以下の内容を記載すること。 

 （１）～（３） （略） 

 （４） （略） 

   調査計画事業～ため池群管理体制整備事業 （略） 

   農業水利施設危機管理対策事業 

   ・整備方針（緊急対策及び安全対策を実施するための整備方針） 

農村地域防災減災事業実施要領 

 

平成 25年２月 26日付け 24農振第 2118号 

最終改正 平成 31年３月 29日付け 30農振第 4015号 

 

第１～第 13 （略） 

 

要領別表１ 

 

事業区分 事業種類 事業内容 

１．（略） （略） （略） 

２．災害管理施設

等整備 

（１）・（２） 

（略） 

（略） 

（３）農業水利施

設危機管理対策

事業 

防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対

策（平成 30年 12月 14日閣議決定に基づく対策と

して、非常時においても施設機能を維持するため

に必要な対策を実施 

【新設】 

 

別記様式第１号（第７関係） 

 （略） 

 １～５ （略） 

 ６．「今後の防災・減災対策の推進方針」は、以下の内容を記載すること。 

 （１）～（３） （略） 

 （４） （略） 

  調査計画事業～ため池群管理体制整備事業 （略） 

  農業水利施設危機管理対策事業 

   ・整備方針（緊急対策を実施するための整備方針） 



 
 

   ・整備する土地改良施設数 

 （５）～（７） （略） 

 

別記様式第２号（第７関係） 

（略） 

 １～３ （略） 

 ４．「今後の防災・減災対策の推進方針」は、以下の内容を記載すること。但し、別記様式

第１号に記載されているものについては、この限りではない。 

 （１）～（３） （略） 

 （４）「施設整備計画」は、整備事業（調査計画事業、防災ダム整備事業、ため池整備事

業、用排水施設等整備事業、農地保全整備事業、地域防災機能増進事業、農業用河川

工作物等応急対策事業、特定農業用管水路等特別対策事業、水質保全対策事業、公害

防除特別土地改良事業、地すべり対策事業、農業用施設等災害管理対策事業、農村防

災施設整備事業、ため池緊急防災環境整備事業、ため池群管理体制整備事業、農業水

利施設危機管理対策事業）ごとに以下の内容を記載すること。このほか、計画する全

ての地区について、整備事業名、地区名、施設概要、受益面積、概算工事費、予定工

期を記載した表を添付すること。 

  調査計画事業～ため池群管理体制整備事業 （略） 

農業水利施設危機管理対策事業 

   ・整備方針（安全対策を実施するための整備方針） 

   ・整備する土地改良施設数 

 

別記様式第３号（第７関係）～ 別記様式第８－２号（第10関係） （略） 

 

要領別紙１～要領別紙15 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ・整備する土地改良施設数 

 （５）～（７） （略） 

 

別記様式第２号（第７関係） 

（略） 

 １～３ （略） 

 ４．「今後の防災・減災対策の推進方針」は、以下の内容を記載すること。但し、別記様式

第１号に記載されているものについては、この限りではない。 

 （１）～（３） （略） 

 （４）「施設整備計画」は、整備事業（調査計画事業、防災ダム整備事業、ため池整備事

業、用排水施設等整備事業、農地保全整備事業、地域防災機能増進事業、農業用河川

工作物等応急対策事業、特定農業用管水路等特別対策事業、水質保全対策事業、公害

防除特別土地改良事業、地すべり対策事業、農業用施設等災害管理対策事業、農村防

災施設整備事業、ため池緊急防災環境整備事業、ため池群管理体制整備事業）ごとに

以下の内容を記載すること。このほか、計画する全ての地区について、整備事業名、

地区名、施設概要、受益面積、概算工事費、予定工期を記載した表を添付すること。 

  

 調査計画事業～ため池群管理体制整備事業 （略） 

  （新設） 

 

 

 
別記様式第３号（第７関係）～ 別記様式第８－２号（第10関係） （略） 

 

要領別紙１～要領別紙15 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

要領別紙16（農業水利施設危機管理対策事業に係る運用） 

 

第１ （略） 

 

第２ 事業内容 

 １・２ （略） 

 ３ 農業水利施設への転落等による被害の防止を図るための安全施設の整備 

 

第３ 事業実施主体 

 １ 第２の１及び２の事業にあっては、都道府県 

 ２ 第２の３の事業にあっては、都道府県又は団体 

 

第４ 実施要件 

   第２の１及び２の事業にあっては、都道府県知事が別紙 16 別記様式第１号の農業水利

施設の緊急対策実施方針に定めた施設であること。 

   第２の３の事業にあっては、都道府県知事等が別紙 16 別記様式第２号の農業水利施設

の安全対策実施方針に定めた施設であり、以下の要件を全て満たすものであること。また、

１地区当たりの事業費の合計が 200万円以上となること。 

  （１）国営造成施設又は国庫補助事業によって造成された農業水利施設であること。 

  （２）過去において、事故が発生した箇所又は都道府県内で発生した事故と同様の条件下

にある農業水利施設であること。 

  （３）構造上の問題（深さや傾斜、直壁等）、あるいは水深等からみて、転落した場合に

子供が脱出できないような農業水利施設であること。 

  （４）通学路、公園、病院、学校等に近接する農業水利施設であること。 

  （５）過去に湛水若しくは溢水が発生又は水防法（昭和 24年法律第193号）第 14条に定

める洪水浸水想定区域等に位置する農業水利施設であること。 

  （６）避難箇所、避難経路に近接する農業水利施設であること。 

 

第５ 事業の実施 

   第２の１及び２の事業の実施に当たっては、別記様式第１号、第３号及び別紙 16 別記

様式第１号を提出するものとする。 

   第２の３の事業の実施に当たっては、別記様式第１号又は第２号、第３号及び別紙 16

別記様式第２号を提出するものとする。 

 

 

 

要領別紙16（農業水利施設危機管理対策事業に係る運用） 

 

第１ （略） 

 

第２ 事業内容 

 １・２ （略） 

 （新設） 

 

第３ 事業実施主体 

   都道府県 

    

 

第４ 実施要件 

   都道府県知事が要領別紙 16 別記様式第１号の農業水利施設の緊急対策実施方針に定め

た施設であること。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５ 事業の実施 

   実施に当たっては、要領別記第１号、第３号及び要領別紙 16 別記様式第１号を提出す

るものとする。 

    

 

 

 

 



 
 

要領別紙１別記様式第１号～要領別紙16別記様式第１号 （略） 

 

要領別紙16別記様式第２号 

番   号 

年 月 日 

（都道府県知事経由） 

地方農政局長 殿 

 北海道にあっては農林水産省農村振興局長 

 沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長 

 

 

都 道 府 県 知 事 

市 町 村 長 

土地改良区理事長 

 

農業水利施設の安全対策実施方針（変更注１） 

 

 

農村地域防災減災事業実施要領（平成 25年２月 26日付 24農振第 2118号農林水産省

農村振興局長通知）別紙 16 の第５に基づき、農業水利施設の安全対策実施方針を策定

（変更注１）したので提出します。 

 

 

対象施設及び対策内容 

 

施設名 対策内容 

  

 

注１ 実施方針を変更する場合は表題に（変更）を追記するとともに、文中の策定を変

更に修正するものとする。 

注２ 別途、実施要件を満たすことが確認できる資料を、添付するものとする。 

 

 

要領別紙１別記様式第１号～要領別紙16別記様式第１号 （略） 

 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

附 則 

この通知は、令和２年１月 30日から施行する。 


